
― 6 ―

　外来看護職員は看護師９名と看護助手６名で、外
来をご利用になる皆さまの対応をしております。“外
来は病院の顔” という自覚を持ち、“やさしい笑顔”
と “細やかな接遇” をモットーに勤務しております。
どうぞお気軽にお声をかけてください。
　外来は12の診療科で構成されており、当院の特性
を考慮した専門外来として高次脳機能障害外来、補
装具診察・装具外来、フットケア専門外来、耳鼻科
には難聴、乳幼児難聴、耳鳴り、嚥下、補聴器外来、
眼科にはロービジョンクリニックなど多くを擁して
おります。また、今年７月より健康・運動・スポー
ツに関する相談と治療を担当する「健康増進・スポ
ーツ外来」を開設いたしました。受診の際には予約
が必要となりますので、予約センターにお問い合わ
せください。現在ホームページの掲載準備をしてお
ります。
　外来看護師は、一人ひとりの外来をご利用になる
皆さまに対し、その障害の特徴にあわせた配慮のも
と、診療の介助、検査・処置の介助、移動の介助お
よび誘導を行っております。他職種との連携では医

師をはじめ、訓練部門や医事管理課・医療福祉相談
室などとの連絡・調整にも努めております。
　当院の利用者に対して在宅療養支援の一環として、
平成18年より多職種との連携のもと、月１回の健康
教室を開催しております。参加者は健康への関心が
高く多くの質問・相談が寄せられております。健康
を指向した日常生活の支援の必要性を実感したこと
から、在宅生活の悩みを個別にサポートすることを
目的に、外来看護師による個別療養相談を平成21年
６月から開始いたしました。診療科に合わせたポス
ターを掲示し（図１）、待ち時間や診察終了時に個
別療養相談に繋げるはたらきかけを行い、現在も継
続しております（写真１）。相談内容は、自己導尿
指導、排便コントロール、女性の尿漏れ、フットケ
ア指導、スキントラブル、ストレスの対処法など多
岐にわたっております。
　そして、今年度は看護助手の配置人数が２人から
６人となり、診療科の受付対応が強化されました。
これまでは看護師が診療や検査・処置の介助につい
ている場合、受付対応ができずにお待たせしてしま

図１ 写真１
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うことが多くありました。しかし、現在はその問題
点がほぼ解消されております。また、移動の介助お
よび誘導についても研修を受講して、安全に留意し
たご案内を行っております（写真２）。

　外来は病棟と違い、ご利用にな
る方のほとんどが社会生活をしな
がら、ご自分で（または家族など
協力者の力を借りながら）障害や
疾病を少しでも良い状態を目指し、目標に向かって
いらっしゃいます。私たち外来看護職員は、そんな
皆さまの持てる力を十分発揮できるよう、心と身体
に優しいリハビリテーション看護を提供して参りま
すので、どうぞよろしくお願いいたします。

＊�写真に写っていらっしゃる方には、国リハニュー
スに掲載される旨を説明し、ご了解をいただいて
おります。写真２

　平成22年６月29日（火）に、高次脳機能障害支援
普及事業「平成22年度第１回支援コーディネーター
全国会議」、翌30日（水）に、「平成22年度第１回高
次脳機能障害支援普及全国連絡協議会」が、当セン
ター学院６階大研修室において開催されましたので、
ご報告いたします。
　29日開催の「支援コーディネーター全国会議」は、
高次脳機能障害の支援拠点機関等の支援コーディネ
ーターの職務の向上と情報交換を通じてサービスの
均てん化を図ることを目的として開催されています。
今回で３回目の開催となり、厚生労働省及び当セン
ターから主催者側として３名、学識経験者２名、そ
して支援拠点機関等から支援コーディネーターとし
て77名、計82名の参加がありました。

　今回の会議も、例年通り午前と午後の２部構成で
行われました。
　午前の部では、「小児高次脳機能障害調査の紹介」
と「実績報告会」が行われました。
　まず、千葉県立リハビリテーションセンター太田
令子地域連携部長から「小児高次脳機能障害調査」
の紹介があり、小児期発症の高次脳機能障害の課題
及び全国調査の必要性と調査方法について説明があ
りました。
　次に、大分県・島根県・長野県の支援コーディネ
ーターから、実績報告として「支援ネットワーク構
築の取り組み」の紹介がありまし
た。この中では、各自治体の実情
や抱えている問題点についての説
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明とともに、問題解決に対する取
り組みや工夫についての報告があ
りました。
　午後の部では、「小児の高次脳

機能障害」をテーマに、診断評価機能と具体的な教
育現場の協働に必要な要素や条件、就学・復学に関
する情報交換、制度に関する問題提起についてグル
ープ討論会が行われ、グループで議論した結果の発
表とともに、各自治体で実際に起きている事例につ
いての発表がありました。このグループ討論会で各
自治体が相互に情報を交換することによって、他の
自治体での取り組みの特徴や工夫を参考にして今後
のサービスの向上を図ることができるのではないか
と思います。
　翌30日には、「平成22年度第１回高次脳機能障害
支援普及全国連絡協議会」及び「第１回高次脳機能
障害者の地域生活支援の推進に関する研究」全体会
議が開催されました。参加者は、厚生労働省及び国
リハから連絡協議会役員として９名、各都道府県か
ら連絡協議会委員等として61名、学識経験者14名、
オブザーバー 43名の合計127名でした。このうち、

「高次脳機能障害支援普及全国連絡協議会」は、高
次脳機能障害者に対する訓練方法及び社会復帰支援
方法等の検証と事業の実施状況の分析、普及啓発方
法等についての協議検討を目的に、支援普及事業が
開始された平成18年度から開催されています。
　連絡協議会は、厚労省社会・援護局障害保健福祉
部木倉部長と当センター岩谷総長の挨拶で始まり、
木倉部長からは、「モデル事業を始めて今年で10年
となり、今後も都道府県、拠点の病院等ネットワー
クの強化や新たな支援についても考えていきたい」
とのお話がありました。
　次に、厚労省社会・援護局障害保健福祉部企画課
高城課長補佐から、平成22年度の運営方針について
説明がありました。その中で、普及啓発事業が今年
度で５年目となり、拠点機関が全都道府県に指定さ
れたこと、研修や地域生活支援事業における今年度
の予算は例年どおり確保されたことが説明されまし

た。このうち、普及啓発事業では、
市町村に対する一般向けの研修を
実施している都道府県、及び就労

支援、生活支援、相談支援等の具体的なサービスの
提供を行っている都道府県が各々半数程度とのこと
でした。また、高次脳機能障害の方への支援の際に
活用可能な施策例として、精神保健福祉手帳の取得
を挙げて、本人にとっては、障害福祉サービスの利
用が可能となり、精神科通院にかかる自立支援医療
の対象になり給付を受けることができること、年金
の受給可能性も出てくる等のメリットがあること、
これらの方を雇用している事業主にとっては、障害
者雇用率の算定の対象にできる等のメリットがある
という説明がありました。
　続いて、当センター及び全国12ブロックから、平
成21年度事業並びに平成22年度事業計画が報告さ
れました。この中で、東京都からは、今年度から、
医療・保健・福祉が連携した専門的なリハビリテー
ションを２カ所の医療機関で実施する新規のモデル
事業について報告がありました。事業の内容は、医
療機関を指定して、その医療機関が持っている高次
脳機能障害者に対する専門的リハビリのノウハウを、
地元の福祉機関や保健機関に伝授するという試みで
す。福祉機関や保健機関では、医学的ノウハウを欲
しがっており、また医療機関では、患者が退院した
後の地域でのリハビリ訓練の場を確保できるという
メリットがあります。この事業については、今後、
他の地域にも普及していくのでないかと感じられま
した。
　最後に、「第１回高次脳機能障害者の地域生活支
援の推進に関する研究」全体会議では、静岡英和学
院大学白山准教授から分担研究について発表があり
ました。内容は高次脳機能障害者のご家族の介護の
負担に関するもので、社会的な行動障害のある高次
脳機能障害者のご家族は介護の負担感が増大し精神
的な健康感が悪化する傾向が強い、という調査報告
がありました。
　２日間にわたり事務局として関わりましたが、高
次脳機能障害の方々の支援に関して、このような地
域における事例や取り組みの状況等を聞きますと、
あらためてその支援の難しさを感じると共に、新た
な発想を持って、継続的に支援することの必要性を
感じました。
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